
 

長野労働局 

 土砂崩壊はひとたび発生すると、死亡災害や重大災害（一度に３人以上が死傷）につながること

がある非常に危険なものです。災害復旧工事など斜面を掘削するなどの作業により、特に発生す

るおそれがあり、また、そのメカニズムも非常に複雑なことから、十分な調査と適切な対策を講ずる

ことが、同災害の防止の基本となります。 

工事種別による災害発生状況
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資料：独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 「斜面崩壊による労働災害の防止対策に関する調査研究会報告書」より抜粋 

図：擁壁工を構築時の斜面崩壊危険度の時系列模式図 

工事種別が重複したものも含む。 

斜面勾配別による災害発生状況
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違反勾配については、下図を参照。 
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独立行政法人労働安全衛生総合研究所が実施した

統計分析では次のような傾向が認められています。 

① 擁壁施工中の災害が約７割を占める。 

② 法面の勾配６０°以上の急斜面で災害が多発して

いる。 

③ 小規模な崩壊（崩壊土量５０㎥未満）による災害が６

割を占める。 

④ 施工上の崩壊原因としては、急勾配掘削が４６％、

床掘り掘削が３５％を占める。 

⑤ 自然現象による崩壊原因としては、降雨・雪、地下
水・湧水といった水に関するもので約６割を占める。 

資料４－２ 



 

① 土砂崩壊のメカニズムが複雑であり、崩壊規模・移動形態の想定が困難であるために、危険を

防止・回避する対応に遅れのあること。 

② 切土法面を対象にしたボーリング等の事前調査の数量が、トンネル・ダム・橋梁等の他の構造

物に比較して少なく、設計想定外の断層破砕帯や脆弱な地質が出現する場合が多いこと。 

③ 擁壁や法尻排水管等の施工に伴う一時的な急勾配での掘削による法面の不安定化があるこ

と。 

このような状況において、法面の構造物を建設する労働者は、法面直下や法面に張り付いて作

業し、小規模な崩壊でも逃げる時間がなく、死亡災害などの重大な災害に結びつくこととなります。 

労働安全衛生規則第３５５条（作業箇所の調査） 

事業者は、地山の掘削の作業を行う場合におい

て、地山の崩壊、埋設物等の損壊等により労働者に

危険を及ぼすおそれのあるときは、あらかじめ、作業

箇所及びその周辺の地山について次の事項をボーリ

ングその他適当な方法により調査し、これらの事項に

ついて知り得たところに適応する掘削の時期及び順

序を定めて、当該定めにより作業を行わなければなら

いない。 

１ 形状、地質及び地層の状態 

２ き裂、含水、湧水及び凍結の有無及び状態 

３ 埋設物等の有無及び状態 

４ 高温のガス及び蒸気の有無及び状態 

労働安全衛生規則第３５８条（点検） 

事業者は明かり掘削の作業を行うときは、地山の

崩壊又は土石の落下による労働者の危険を防止する

ため、次の措置を講じなければならない。 

１ 点検者を指名して、作業箇所及びその周辺の

地山について、その日の作業を開始する前、大

雨の後及び中震以上の地震の後、浮石、及び

き裂の有無及び状態並びに含水、湧水及び凍

結の状態の変化を点検させること。 

２ 点検者を指名して、発破を行なった後、当該発

破を行なった箇所及びその周辺の浮石及びき

裂の有無及び状態を点検させること。 

調査時における調査項目及び着眼点（参考） 法面点検のポイント 

① 法面点検に経験のある技術者を指名する。 

② 点検は毎日行い、工事スケジュール、天候等に応じて、適宜追

加する。 

③ 点検結果は日常点検表などに記録・保管し、過去の点検結果

と比較できるようにする。 

④ 点検は法面の地質状況（土砂または岩盤）を考慮して行う。 

土砂法面の主な点検項目 岩盤法面の主な点検項目 

①法面の変状 

 ・はらみ出し、ずれ、き裂 

 ・崩壊 

②法面の安定性 

 ・浸食 

 ・き裂への粘土介在 

 ・抜け落ちそうな玉石 

 ・パイピング孔の出現 

 ・湧水、しみ出し 

①法面の変状 

 ・ずれ、き裂 

 ・崩壊 

②法面の安定性 

 ・流れ盤 

 ・き裂への粘土介在 

 ・風化の進行が著しい 

 ・湧水、しみ出し 

 ・浮石 

≪共通事項≫ 

 ・法面小段・上部斜面の変状や計測管理による計測結果の異

常の有無 

 ・すべての監察結果を勘案し、異常時対応の必要性確認 

 ・備考欄などにき裂等の大きさ、湧水量、雨量などを記入 

 
しかしながら、事前の調査を実施してもなお、土砂崩壊のメカニズムは複雑であり、また、地山の

性状は実際に掘削してみて初めて明らかになることも少なくなく、そのような状況で、発注者・設計

者・施工者間での情報の共有化の不足や連携不足によって、適切な対応がとられないまま作業を進

め、土砂崩壊災害を発生させてしまう可能性があります。 

調査項目 着　　眼　　点 危険度、崩壊形態

崩壊確率の高い地形

　・崩壊跡地及びその周辺 最も崩壊しやすい

　・複合斜面 複雑な地質

　・台地斜面 弱い地山

　・屋根の鞍部 断層などの可能性

地下水や表面水が集まりやすい地形など

　・窪地、谷部 地下水、表面水が多い

　・台地の窪地 オボレ谷の可能性

　・海、湖、川の近く 地下水が多い

落石の多い地質

　・粘板岩、石灰岩、風化花崗岩、崖錘など 落石型、剥離型

岩の目の流れ盤

　・層理、片理、節理とのり面の方向 剥離型、滑落型

滑りやすい層の流れ盤

　・断層・破砕帯、傾斜した粘土層、石墨層 滑落型

崩壊しやすい層構成

　・傾斜した岩盤上の土砂（流れ盤） 崩落型、地すべり型

　・傾斜した不透水層上の透水層（流れ盤） 崩落型、地すべり型

　・硬軟互層の岩盤 落石型、剥離型

　・地下水位の高い砂質土（パイピング） 崩落型

　・軟らかい粘性土（円弧滑り） 地すべり型

降雨量の多い地域

　・降雨強度 各種崩壊の危険性

寒冷地域

　・凍結、融解 落石型

複雑な地盤

　・地盤調査の見落とし 断層、流れ盤、オボレ谷

その他

　・計画と異なる状況 各種崩壊の危険性

地形図の点検

地盤調査資料の点検

地域特性などその他



 
ガイドラインで求められる点検等の流れ図 

 安衛則第355条の調査及び第358条の点検のより適切な実施方法、施工者が発注者及び設計者と協力して斜面崩

壊の危険性に関する情報を共有するために実施することが望ましい方法及びそれらの留意事項について、「斜面崩

壊による労働災害の防止対策に関するガイドライン」により示されております。 

 本ガイドラインによる実施事項を通じて、斜面崩壊による労働災害を防止しましょう。 

 



 

ハード対策比較一覧表 

※ハード対策については、独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所（以下、「労働安全衛生総合研究
所」という。） 「斜面崩壊による労働災害の防止対策に関する調査研究会報告書」の斜面崩壊による労働災害防止のための新

しい措置検討ワーキンググループハード対策班報告書を参照。 

  
 土砂崩壊災害を防止するためには、安全な施工方法を採用し、予兆を事前に感知しながら施工することが重要で

す。しかしながら、災害復旧のような緊急的な作業では、想定外の崩壊の危険性もあり、ハード対策のみでは限界が

感じられるところです。さらに、予兆を感知するにも点検者の知識と経験を頼りに行っていることが現状であり、崩壊

を予知するには限界があります。 

 そこでセンサー類等を使用した計測手法を採用し、人の監視を補助することが有効となりますが、既往の手法（ＧＰ

Ｓ衛星計測、傾斜計、パイプひずみ計、ワイヤー式変位計）では、比較的大がかりでコストも有するなどの難点も認め

られるところです。 

 労働安全衛生総合研究所においては、上記を踏まえて、浅い部分のせん断ひずみに着目し、設置と使用が容易な 

「表層ひずみ棒」を考案し、大規模実験の結果、掘削終了の約７分前

からせん断ひずみ増分を計測、小崩壊の約２分前からは加速度的に

せん断ひずみが増加することを計測するなど、崩壊の予兆を検知しう

る可能性があることが明らかになっています。 

 現在、実験用プロトタイプが市販化されていますが、既往の計測手

法とともに、当該計測装置の導入により、土砂崩壊を想定した安全対

策を講じていくことで、土砂崩壊による労働災害を防止することにつな

がればと存じますので参考としてください。 

表層ひずみ棒と警報装置 埋設時の状況 

本資料の作成に際し、以下の資料を参考にしております。詳細につきましては、そちらもご確認ください。 

・労働安全衛生総合研究所 「斜面崩壊による労働災害の防止対策に関する調査研究会報告書」 

https://www.jniosh.johas.go.jp/publication/doc/houkoku/2010_01/report_slope_201004_2.pdf 

・労働安全衛生総合研究所 特別研究報告「斜面の浅い部分のせん断ひずみ計測による崩壊監視の提案」 

https://www.jniosh.johas.go.jp/publication/doc/srr/SRR-No42-1-3.pdf 

また、一般社団法人全国地質調査業協会連合会からは、「施工業者のための斜面崩壊による労働災害防止ガイドブ

ック」が公表されておりますので、そちらもご参照ください。https://www.zenchiren.or.jp/guide_book/pdf/guide_book.pdf 

目的

斜面を補強す
る方法

変形を許容す
る比較的簡易
な方法

変形やひずみを感知す
るセンサー類を組み合

わせた方法

吊りカゴ枠 残存型枠 大型ブロック
圧入機利用
杭等

吊りカゴ枠 大型ブロック
地山補強土
工法

簡易法面工
動態観測システムと組
み合わせた施工方法

永久仮設 永久 仮設 永久・仮設

排水機能が
必要な箇所

排水機能が
必要な箇所

重機が動ける
スペースがあ
ること

重機が動ける
スペースがあ
ること

従来の方法 布団カゴ
木製・鋼製型

枠
なし なし なし 吹付け工現場打設擁壁

逆巻き工法等によって地山
が安定していること

作業時に作業員が切土部の下部に進入しない、又は
短時間の進入ですむ方法

斜面（残斜面と切土部）を補強する方法（変状が生じ
ても避難する時間を確保し崩壊土砂が可能な限り拡

散しない方法を含む）

対策方法

ユニット化した部材の設置で
構造物を構築する方法

無人化施工により構造物を
構築する方法

永久

適用条件

背後の地山が一時的に安定していること
背後の地山が一時的に安定

していること

重機が動けるスペースがあること

https://www.jniosh.johas.go.jp/publication/doc/houkoku/2010_01/report_slope_201004_2.pdf
https://www.jniosh.johas.go.jp/publication/doc/srr/SRR-No42-1-3.pdf
https://www.zenchiren.or.jp/guide_book/pdf/guide_book.pdf

